
定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の注記
計 算 書 類 の 注 記

上記の事項につきましては、法令及び定款第25条の規定により、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.smfg.co.jp）に掲載することにより�
開示しております。

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）
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連結計算書類の注記
＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記＞

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。
また、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

１．連結の範囲に関する事項
	 ⑴連結される子会社及び子法人等　　317社
	 　主要な会社名　　株式会社三井住友銀行
	 　　　　　　　　　三井住友ファイナンス＆リース株式会社
	 　　　　　　　　　SMBC日興証券株式会社
	 　　　　　　　　　SMBCフレンド証券株式会社
	 　　　　　　　　　三井住友カード株式会社
	 　　　　　　　　　株式会社セディナ
	 　　　　　　　　　SMBCコンシューマーファイナンス株式会社
	 　　　　　　　　　株式会社日本総合研究所
	 　　　　　　　　　株式会社みなと銀行
	 　　　　　　　　　株式会社関西アーバン銀行
	 　　　　　　　　　Sumitomo Mitsui Banking Corporation Europe Limited
	 　　　　　　　　　三井住友銀行（中国）有限公司
	 　　　　　　　　　SMBC信用保証株式会社
	 　　　　　　　　　SMBC Capital Markets, Inc.

　当連結会計年度より、36社を新規設立等により連結される子会社及び子法人等としております。
　また、株式会社ジャパンネット銀行は、議決権比率の低下により持分法適用の関連法人等となったため、その他
42社は清算等により、当連結会計年度より連結される子会社及び子法人等から除外しております。

	 ⑵非連結の子会社及び子法人等
	 　主要な会社名　　SBCS Co.,Ltd.

　非連結の子会社195社は匿名組合方式による賃貸事業を行う営業者であり、その資産及び損益は実質的に当該子
会社に帰属しないものであるため、会社計算規則第63条第１項第２号により、連結の範囲から除外しております。
　また、非連結の子法人等の総資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等のそれぞれの合計額は、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げ
ない程度に重要性が乏しいものであります。
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２．持分法の適用に関する事項
	 ⑴持分法適用の非連結の子法人等    ５社
	 　主要な会社名　　SBCS Co.,Ltd.
	 ⑵持分法適用の関連法人等　　　　45社
	 　主要な会社名　　PT Bank Tabungan Pensiunan Nasional Tbk
	 　　　　　　　　　住友三井オートサービス株式会社
	 　　　　　　　　　大和住銀投信投資顧問株式会社

　株式会社ジャパンネット銀行は議決権比率の低下により、東亜銀行有限公司他2社は株式取得等により、当連結
会計年度より持分法適用の関連法人等としております。

	 ⑶持分法非適用の非連結の子会社
　持分法非適用の非連結の子会社195社は匿名組合方式による賃貸事業を行う営業者であり、その資産及び損益は
実質的に当該子会社に帰属しないものであるため、会社計算規則第69条第１項第２号により、持分法非適用とし
ております。

	 ⑷持分法非適用の関連法人等
主要な会社名　　Daiwa SB Investments（USA）Ltd.
　持分法非適用の関連法人等の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等のそれぞれの
合計額は、持分法適用の対象から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度
に重要性が乏しいものであります。

３．会計方針に関する事項
	 ⑴特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利
益を得る等の目的（以下、「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対
照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特
定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日等の時価により、スワ
ップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日等において決済したものとみなした額により行っ
ております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等
については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年
度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。
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	 ⑵有価証券の評価基準及び評価方法
①�　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非

連結の子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有
価証券のうち株式（外国株式を含む）については当連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均等、それ以外につ
いては当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時
価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

　�　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額を除き、全部純資
産直入法により処理しております。

②�　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記⑴及び⑵①と同じ方法により行っており
ます。

	 ⑶デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

	 ⑷固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（賃貸資産及びリース資産を除く）
　�　当社及び連結される子会社である株式会社三井住友銀行の有形固定資産は、定額法（ただし、建物以外につい

ては定率法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　７年～50年
　　　その他　２年～20年
　�　その他の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として

定額法により償却しております。
②無形固定資産
　�　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当社並びに連

結される国内子会社及び子法人等における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
③賃貸資産
　�　主にリース期間又は資産の見積耐用年数を償却年数とし、期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法

により償却しております。
④リース資産
　�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数 

とし、残存価額を零とする定額法により償却しております。
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	 ⑸貸倒引当金の計上基準
主要な連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、｢破綻先｣ という）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、｢実質破綻先｣ という）に係る債権については、以下のなお書きに記載され
ている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計
上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（以下、｢破綻懸念先｣ という）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

連結される子会社である株式会社三井住友銀行においては、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシ
ュ・フローを合理的に見積もることができる破綻懸念先に係る債権及び債権の全部又は一部が３カ月以上延滞債権
又は貸出条件緩和債権に分類された今後の管理に注意を要する債務者に対する債権のうち与信額一定額以上の大口
債務者に係る債権等については、キャッシュ・フロー見積法（DCF法）を適用し、債権の元本の回収及び利息の
受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もり、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割り引いた
金額と債権の帳簿価額との差額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等を勘案して必要と認められる金額を特定海外債権引当
勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店と所管審査部が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。

当社並びにその他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を
勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
をそれぞれ計上しております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による
回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
363,585百万円であります。

	 ⑹賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年
度に帰属する額を計上しております。

	 ⑺役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員（執行役員を含む、以下同じ）への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支
給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

	 ⑻役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結会計年度末の要支
給額を計上しております。
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	 ⑼ポイント引当金の計上基準
　ポイント引当金は、「SMBCポイントパック」やクレジットカードのポイント制度等において顧客へ付与したポ
イントの将来の利用による負担に備えるため、未利用の付与済ポイントを金額に換算した残高のうち、将来利用さ
れる見込額を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

	 ⑽睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、一定の条件を満たし負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

	 ⑾利息返還損失引当金の計上基準
　利息返還損失引当金は、将来の利息返還の請求に備えるため、過去の返還実績等に基づく将来の返還損失見込額
を計上しております。

	 ⑿特別法上の引当金の計上基準
　特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に
関して生じた事故による損失の補塡に充てるため、金融商品取引法第46条の５の規定に基づき計上しております。

	 ⒀退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主
として給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおり
であります。
　過去勤務費用　　　　�その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として９年）による定額法に

より損益処理
　数理計算上の差異　　�各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として９年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
	 ⒁外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　当社及び連結される子会社である株式会社三井住友銀行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、取得
時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式及び関連法人等株式を除き、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しております。
　また､その他の連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場
により換算しております。

	 ⒂リース取引等に関する収益及び費用の計上基準
①ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　�　受取利息相当額を収益として各期に配分する方法によっております。
②オペレーティング・リース取引の収益の計上基準
　�　主に、リース期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対応

するリース料を計上しております。
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③割賦販売取引の売上高及び売上原価の計上基準
　�　主に、割賦契約による支払期日を基準として当該経過期間に対応する割賦売上高及び割賦原価を計上しており

ます。
	 ⒃重要なヘッジ会計の方法

①金利リスク・ヘッジ
　�　連結される子会社である株式会社三井住友銀行は、金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対す

るヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジを適用しております。
　�　小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについては、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下、「業種別監査委員会報告第24
号」という）に規定する繰延ヘッジを適用しております。

　�　相場変動を相殺する包括ヘッジの場合には、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を残存期間ごとにグルーピングのうえ有効性の評価をしております。また、キャッシュ・フローを固定
する包括ヘッジの場合には、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をし
ております。

　�　個別ヘッジについても、当該個別ヘッジに係る有効性の評価をしております。
②為替変動リスク・ヘッジ
　�　連結される子会社である株式会社三井住友銀行は、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われる通貨

スワップ取引及び為替スワップ取引について、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下、「業種別監査委員会報告第25号」とい
う）に基づく繰延ヘッジを適用しております。

　�　これは、異なる通貨での資金調達・運用に伴う外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う
通貨スワップ取引及び為替スワップ取引について、その外貨ポジションに見合う外貨建金銭債権債務等が存在す
ることを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。

　�　また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動
リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券につい
て外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に、包括ヘッジとして繰延ヘッジ又は時価
ヘッジを適用しております。

③株価変動リスク・ヘッジ
　�　連結される子会社である株式会社三井住友銀行は、その他有価証券から生じる株価変動リスクを相殺する個別

ヘッジについては時価ヘッジを適用しており、当該個別ヘッジに係る有効性の評価をしております。
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④連結会社間取引等
　�　デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引

については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委
員会報告第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引
の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費
用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。

　�　なお、株式会社三井住友銀行以外の一部の連結される子会社及び子法人等において、繰延ヘッジ又は時価ヘッ
ジあるいは金利スワップの特例処理を適用しております。

	 ⒄のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、20年以内のその効果の発現する期間にわたり均等償却しております。ただし、金額に重要性の乏し
いものについては発生年度に全額償却しております。

	 ⒅消費税等の会計処理
　当社並びに連結される国内子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

＜会計方針の変更に関する注記＞
１．退職給付に関する会計基準等
　�　当社は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」

という）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下、「退
職給付適用指針」という）のうち、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定
めについて、当連結会計年度の期首から適用しております。これに伴い、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直
し、退職給付見込額の期間帰属方法を主として期間定額基準から給付算定式基準へと変更しております。

　�　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、退職給
付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当連結会計年度の期首の「利益剰余金」に加減しております。

　�　この結果、当連結会計年度の期首の「退職給付に係る資産」が49,052百万円増加、「退職給付に係る負債」が
3,646百万円減少、「利益剰余金」が35,459百万円増加しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響
は軽微であります。
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２．企業結合に関する会計基準等の改正
　�　当社は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号。以下、「企業結合会計基準」という）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号。以下、「連結会計基準」という）、及び「事業分離等に関する会計
基準」（企業会計基準第７号。以下、「事業分離等会計基準」という）等が平成25年９月13日付で改正され、平成
26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことを受けて、企業結合会計基準第
58−2項⑷、連結会計基準第44−5項⑷及び事業分離等会計基準第57−4項⑷に定める経過的な取扱いに従い、当
連結会計年度の期首から将来にわたって改正後の各会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを
除く）を適用しております。これに伴い、支配が継続している場合の子会社及び子法人等に対する当社の持分変動
による差額を資本剰余金に計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として処理する方法に
変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に
よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたし
ます。

　�　なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

＜追加情報＞
法人税率の変更等による影響
　�  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の
引下げ等が行われることとなりました。また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計
年度から繰越控除前の所得の金額の100分の65相当額が控除限度額とされ、平成29年４月１日以後に開始する連
結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額が控除限度額とされることとなりました。

　�  これらの改正に伴い、当期純利益は30,248百万円減少し、その他の包括利益累計額合計は77,813百万円増加し
ております。

＜連結貸借対照表に関する注記＞
１．連結貸借対照表の資産及び負債の分類は、銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。
２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
３�．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債及びその他の証券に合計1,540

百万円含まれております。
　�　無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券並びに現先取引及び現金担保付債券貸借取引等により受け

入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担
保に差し入れている有価証券は3,181,553百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは
3,087,292百万円であります。
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４�．貸出金のうち、破綻先債権額は35,861百万円、延滞債権額は774,058百万円であります。
　�　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下、｢未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　�　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

５．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は13,714百万円であります。
　�　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は278,622百万円であります。
　�　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３
カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

７�．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は1,102,256百万円であり
ます。

　　なお、上記４.から７.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
８�．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、
商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有して
おりますが、その額面金額は950,790百万円であります。

９．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産

現金預け金 61,093百万円
コールローン及び買入手形 478,457百万円
買入金銭債権 75,556百万円
特定取引資産 1,712,885百万円
有価証券 10,445,190百万円
貸出金 2,803,237百万円
リース債権及びリース投資資産 3,163百万円
有形固定資産 9,969百万円
その他資産（延払資産等） 172百万円
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　　担保資産に対応する債務
預金 33,800百万円
コールマネー及び売渡手形 1,095,000百万円
売現先勘定 406,212百万円
債券貸借取引受入担保金 4,121,603百万円
特定取引負債 480,464百万円
借用金 6,099,726百万円
その他負債 35,952百万円
支払承諾 207,009百万円

　上記のほか、資金決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金13,580百万円、特定
取引資産2,271百万円、有価証券6,067,851百万円を差し入れております。
　また、その他資産には、金融商品等差入担保金410,317百万円、保証金119,525百万円、先物取引差入証拠金
63,433百万円及びその他の証拠金等27,819百万円が含まれております。

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は53,473,427百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なものが40,386,315百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権
の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが
できる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。
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11．連結される子会社である株式会社三井住友銀行及びその他の一部の連結される子会社は、「土地の再評価に関す
る法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13
年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額のうち親会社持分相当
額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　また、一部の持分法適用の関連法人等も同法律に基づき事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当
該評価差額に係る税金相当額を控除した金額のうち親会社持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に
計上しております。

　　再評価を行った年月日
　　　連結される子会社である株式会社三井住友銀行
　　　　平成10年３月31日及び平成14年３月31日
　　　その他の一部の連結される子会社及び持分法適用の関連法人等
　　　　平成11年３月31日、平成14年３月31日
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　
　　　連結される子会社である株式会社三井住友銀行

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産
税評価額、同条第４号に定める路線価及び同条第５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定
評価に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等、合理的な調整を行って算出。

　　　その他の一部の連結される子会社及び持分法適用の関連法人等
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産
税評価額及び同条第５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて算出。

12．有形固定資産の減価償却累計額	 944,545百万円
13．有形固定資産の圧縮記帳額	 62,704百万円
14．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金317,461百万円が

含まれております。
15．社債には、劣後特約付社債1,777,502百万円が含まれております。
16．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は2,030,463百万円であります。
17．ストック・オプションに関する事項は下記のとおりであります。
	 ⑴ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名
	 　　営業経費　　　 　　510百万円
	 ⑵ストック・オプションの権利不行使による失効により当連結会計年度に利益として計上した金額
	 　　その他の経常収益　　14百万円
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	 ⑶ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
　①当社
	 　イストック・オプションの内容

決議年月日 平成22年７月28日 平成23年７月29日 平成24年７月30日 平成25年７月29日

付与対象者の区分
及び人数（人）

当社の取締役� 8
当社の監査役� 3
当社の執行役員� 2
株式会社三井住友
銀行の取締役、監
査役及び執行役員�69

当社の取締役� 9
当社の監査役� 3
当社の執行役員� 2
株式会社三井住友
銀行の取締役、監
査役及び執行役員�71

当社の取締役� 9
当社の監査役� 3
当社の執行役員� 2
株式会社三井住友
銀行の取締役、監
査役及び執行役員�71

当社の取締役� 9
当社の監査役� 3
当社の執行役員� 3
株式会社三井住友
銀行の取締役、監
査役及び執行役員�67

ストック・オプション
の数（株）（注） 普通株式� 102,600 普通株式� 268,200 普通株式� 280,500 普通株式� 115,700

付与日 平成22年８月13日 平成23年８月16日 平成24年８月15日 平成25年８月14日

権利確定条件

当社及び株式会社三
井住友銀行の取締役、
監査役及び執行役員
のいずれの地位をも
喪失した時点

当社及び株式会社三
井住友銀行の取締役、
監査役及び執行役員
のいずれの地位をも
喪失した時点

当社及び株式会社三
井住友銀行の取締役、
監査役及び執行役員
のいずれの地位をも
喪失した時点

当社及び株式会社三
井住友銀行の取締役、
監査役及び執行役員
のいずれの地位をも
喪失した時点

対象勤務期間
平成22年６月29日
から平成22年度に関
する定時株主総会終
結時まで

平成23年６月29日
から平成23年度に関
する定時株主総会終
結時まで

平成24年６月28日
から平成24年度に関
する定時株主総会終
結時まで

平成25年６月27日
から平成25年度に関
する定時株主総会終
結時まで

権利行使期間 平成22年８月13日から
平成52年８月12日まで

平成23年８月16日から
平成53年８月15日まで

平成24年８月15日から
平成54年８月14日まで

平成25年８月14日から
平成55年８月13日まで

決議年月日 平成26年７月30日

付与対象者の区分
及び人数（人）

当社の取締役� 10
当社の監査役� 3
当社の執行役員� 2
株式会社三井住友
銀行の取締役、監
査役及び執行役員�67

ストック・オプション
の数（株）（注） 普通株式� 121,900

付与日 平成26年８月15日

権利確定条件

当社及び株式会社三
井住友銀行の取締役、
監査役及び執行役員
のいずれの地位をも
喪失した時点

対象勤務期間
平成26年６月27日
から平成26年度に関
する定時株主総会終
結時まで

権利行使期間 平成26年８月15日から
平成56年８月14日まで

（注）株式数に換算して記載しております。
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	 　ロストック・オプションの規模及びその変動状況
	 　　ストック・オプションの数（注）

決議年月日 平成22年７月28日 平成23年７月29日 平成24年７月30日 平成25年７月29日
権利確定前（株）
　前連結会計年度末 39,600 185,200 258,400 115,400
　付与 ― ― ― ―
　失効 ― ― ― 200
　権利確定 1,200 33,900 25,900 3,600
　未確定残 38,400 151,300 232,500 111,600
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 58,800 76,600 18,700 100
　権利確定 1,200 33,900 25,900 3,600
　権利行使 1,200 ― ― ―
　失効 ― ― ― ―
　未行使残 58,800 110,500 44,600 3,700

決議年月日 平成26年７月30日
権利確定前（株）
　前連結会計年度末 ―
　付与 121,900
　失効 100
　権利確定 200
　未確定残 121,600
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 ―
　権利確定 200
　権利行使 ―
　失効 ―
　未行使残 200

（注）株式数に換算して記載しております。
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	 　　単価情報
決議年月日 平成22年７月28日 平成23年７月29日 平成24年７月30日 平成25年７月29日

権利行使価格　（円） 1 1 1 1
行使時平均株価（円） 4,084 ― ― ―
付与日における
公正な評価単価（円） 2,215 1,872 2,042 4,159

決議年月日 平成26年７月30日
権利行使価格　（円） 1
行使時平均株価（円） ―
付与日における
公正な評価単価（円） 3,661

	 　ハストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
	 　　�　当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。
　　⒜使用した評価技法	 ブラック・ショールズ・モデル
　　⒝主な基礎数値及び見積方法

決議年月日 平成26年７月30日
株価変動性� （注）1 28.16%
予想残存期間�（注）2 ４年
予想配当� （注）3 120円/株
無リスク利子率�（注）4 0.11%

（注）1．４年間（平成22年８月16日から平成26年８月15日まで）の各取引日における当社普通株式の普通取引の終値
に基づき算出しております。

	 2．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、当社及び株式会社三井住友銀行の役員の平均
的な就任期間に基づき見積りを行っております。

	 3．付与日時点の、平成27年３月期の普通株式予想配当によります。
	 4．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

	 　ニストック・オプションの権利確定数の見積方法
	 　　�　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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　②連結される子会社である株式会社関西アーバン銀行
	 　イストック・オプションの内容

決議年月日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分
及び人数（人） 役職員� 174 役職員� 183 取締役� ９

取締役を兼務
しない執行役員� 14
使用人� 46

ストック・オプション
の数（株）（注） 普通株式� 39,900 普通株式� 46,400 普通株式� 16,200 普通株式�  11,500

付与日 平成16年７月30日 平成17年７月29日 平成18年７月31日 平成18年７月31日
権利確定条件 付されていない 付されていない 付されていない 付されていない
対象勤務期間 定めがない 定めがない 定めがない 定めがない

権利行使期間 平成18年６月30日から
平成26年６月29日まで

平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

平成20年６月30日から
平成28年６月29日まで

平成20年６月30日から
平成28年６月29日まで

決議年月日 平成19年６月28日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日

付与対象者の区分
及び人数（人） 取締役� 10

取締役を兼務
しない執行役員� 14
使用人� 48

取締役� ９
取締役を兼務
しない執行役員� 16
使用人� 45

取締役� 11
取締役を兼務
しない執行役員� 14
使用人� 57

ストック・オプション
の数（株）（注） 普通株式� 17,400 普通株式� 11,200 普通株式� 28,900 普通株式� 35,000

付与日 平成19年７月31日 平成19年７月31日 平成20年７月31日 平成21年７月31日
権利確定条件 付されていない 付されていない 付されていない 付されていない
対象勤務期間 定めがない 定めがない 定めがない 定めがない

権利行使期間 平成21年６月29日から
平成29年６月28日まで

平成21年６月29日から
平成29年６月28日まで

平成22年６月28日から
平成30年６月27日まで

平成23年６月27日から
平成31年６月26日まで

（注）	 平成26年10月１日付で実施した普通株式10株を１株とする株式併合を勘案した株式数に換算して記載しており
ます。
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	 　ロストック・オプションの規模及びその変動状況
	 　　ストック・オプションの数（注）

決議年月日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日
権利確定前 （株）
　前連結会計年度末 ― ― ― ―
　付与 ― ― ― ―
　失効 ― ― ― ―
　権利確定 ― ― ― ―
　未確定残 ― ― ― ―
権利確定後 （株）
　前連結会計年度末 19,700 27,200 9,400 6,800
　権利確定 ― ― ― ―
　権利行使 ― ― ― ―
　失効 19,700 4,600 3,200 1,100
　未行使残 ― 22,600 6,200 5,700

決議年月日 平成19年６月28日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日
権利確定前 （株）
　前連結会計年度末 ― ― ― ―
　付与 ― ― ― ―
　失効 ― ― ― ―
　権利確定 ― ― ― ―
　未確定残 ― ― ― ―
権利確定後 （株）
　前連結会計年度末 12,200 8,000 28,400 35,000
　権利確定 ― ― ― ―
　権利行使 ― ― ― ―
　失効 4,400 1,000 5,700 3,100
　未行使残 7,800 7,000 22,700 31,900

（注）	 平成26年10月１日付で実施した普通株式10株を１株とする株式併合を勘案した株式数に換算して記載しており
ます。
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	 　　単価情報
決議年月日 平成16年６月29日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日

権利行使価格　（円） 2,020 3,130 4,900 4,900
行使時平均株価（円） ― ― ― ―
付与日における
公正な評価単価（円） ― ― 1,380 1,380

決議年月日 平成19年６月28日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日
権利行使価格　（円） 4,610 4,610 3,020 1,930
行使時平均株価（円） ― ― ― ―
付与日における
公正な評価単価（円） 960 960 370 510

	 　ハストック・オプションの権利確定数の見積方法
	 　　�　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

　③連結される子法人等である株式会社みなと銀行
	 　イストック・オプションの内容

決議年月日 平成24年６月28日 平成25年６月27日 平成26年６月27日
付与対象者の区分
及び人数（人）

取締役� 7
執行役員� 12

取締役� 7
執行役員� 12

取締役� 7
執行役員� 16

ストック・オプション
の数（株）（注） 普通株式� 368,000 普通株式� 334,000 普通株式� 320,000

付与日 平成24年７月20日 平成25年７月19日 平成26年７月18日

権利確定条件
株式会社みなと銀行の取締
役または執行役員のいずれ
かの地位を喪失した時点

株式会社みなと銀行の取締
役または執行役員のいずれ
かの地位を喪失した時点

株式会社みなと銀行の取締
役または執行役員のいずれ
かの地位を喪失した時点

対象勤務期間
平成24年６月28日から
平成24年度に関する定
時株主総会終結時まで

平成25年６月27日から
平成25年度に関する定
時株主総会終結時まで

平成26年６月27日から
平成26年度に関する定
時株主総会終結時まで

権利行使期間 平成24年７月21日から
平成54年７月20日まで

平成25年７月20日から
平成55年７月19日まで

平成26年７月19日から
平成56年７月18日まで

（注）株式数に換算して記載しております。
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	 　ロストック・オプションの規模及びその変動状況
	 　　ストック・オプションの数（注）

決議年月日 平成24年６月28日 平成25年６月27日 平成26年６月27日
権利確定前 （株）
　前連結会計年度末 272,000 306,000 ―
　付与 ― ― 320,000
　失効 ― ― 12,000
　権利確定 70,000 83,000 46,000
　未確定残 202,000 223,000 262,000
権利確定後 （株）
　前連結会計年度末 73,000 22,000 ―
　権利確定 70,000 83,000 46,000
　権利行使 ― ― ―
　失効 ― ― ―
　未行使残 143,000 105,000 46,000

（注）株式数に換算して記載しております。

	 　　単価情報
決議年月日 平成24年６月28日 平成25年６月27日 平成26年６月27日

権利行使価格　（円） 1 1 1
行使時平均株価（円） ― ― ―
付与日における
公正な評価単価（円） 132 166 181

	 　ハストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
	 　　�　当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。
　　⒜使用した評価技法	 ブラック・ショールズ・モデル
　　⒝主な基礎数値及び見積方法

決議年月日 平成26年６月27日
株価変動性� （注）1 26.49%
予想残存期間�（注）2 ２年
予想配当� （注）3 ５円/株
無リスク利子率�（注）4 0.06%
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（注）1．２年間（平成24年７月19日から平成26年７月18日まで）の各取引日における株式会社みなと銀行普通株式の
普通取引の終値に基づき算出しております。

	 2．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、株式会社みなと銀行の役員の平均的な就任期
間に基づき見積りを行っております。

	 3．平成26年３月期の配当実績によります。
	 4．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

	 　ニストック・オプションの権利確定数の見積方法
	 　　�　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

＜連結損益計算書に関する注記＞
１．連結損益計算書の収益及び費用の分類は、銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。
２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
３．その他の経常収益には、株式等売却益83,503百万円を含んでおります。
４．その他経常費用には、貸出金償却76,997百万円及び利息返還損失引当金繰入額64,836百万円を含んでおります。
５．当連結会計年度において、以下の資産について、回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に

計上しております。
地域 主な用途 種類 減損損失額

首都圏
営業用店舗 3ヵ店

土地、建物等
77百万円

遊休資産 36物件 3,019百万円
その他 1物件 0百万円

近畿圏
営業用店舗 4ヵ店

土地、建物等
137百万円

共用資産 2物件 12百万円
遊休資産 29物件 1,802百万円

その他 共用資産 1物件 土地、建物等 0百万円
遊休資産 11物件 59百万円

　連結される子会社である株式会社三井住友銀行は、継続的な収支の管理・把握を実施している各営業拠点（物理
的に同一の資産を共有する拠点）をグルーピングの最小単位としております。本店、研修所、事務・システムの集
中センター、福利厚生施設等の独立したキャッシュ・フローを生み出さない資産は共用資産としております。また、
遊休資産については、物件ごとにグルーピングの単位としております。また、当社並びにその他の連結される子会
社及び子法人等については、各営業拠点をグルーピングの最小単位とする等の方法でグルーピングを行っておりま
す。
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　当連結会計年度は、株式会社三井住友銀行では遊休資産について、また、その他の連結される子会社及び子法人
等については、営業用店舗、共用資産及び遊休資産等について、投資額の回収が見込まれない場合に、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　回収可能価額は、主として正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、不動産鑑定評価基準に準拠
した評価額から処分費用見込額を控除する等により算出しております。 

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

発行済株式
　普通株式 1,414,055,625 ― ― 1,414,055,625

合　　計 1,414,055,625 ― ― 1,414,055,625
自己株式
　普通株式 46,781,669 37,310 4,778 46,814,201 （注）１，２

合　　計 46,781,669 37,310 4,778 46,814,201
（注）	1．普通株式の自己株式の増加37,310株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
	 2�．普通株式の自己株式の減少4,778株は、単元未満株式の売渡し及びストック・オプションの権利行使によるもの

であります。
３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社 ストック・オプション
としての新株予約権  2,085 

連結子会社  198 
合　　計 2,284 

４．配当に関する事項
	 ⑴当連結会計年度中の配当金支払額

決議日 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会 普通株式 91,656 65 平成26年３月31日 平成26年６月27日

平成26年11月13日
取締役会 普通株式 84,604 60 平成26年９月30日 平成26年12月３日
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	 ⑵基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定日 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会 普通株式 112,804 利益剰余金 80 平成27年３月31日 平成27年６月26日

＜金融商品に関する注記＞
１．金融商品の状況に関する事項
	 ⑴金融商品に対する取組方針
	 　�　当社グループでは、銀行業務を中心に、リース業務、証券業務、コンシューマーファイナンス業務、システム開

発・情報処理業務などの金融サービスに係る事業を行っております。うち、銀行業務としては、預金業務、貸出業
務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託及び登録業務、信託業
務、証券投資信託・保険商品の窓口販売業務等を行っております。　

	 　�　当社グループでは、これらの事業において、貸出金、債券、株式等の金融資産を保有するほか、預金、借用金、
社債等による資金調達を行っております。また、顧客のヘッジニーズに対応する目的のほか、預貸金業務等に係る
市場リスクをコントロールする目的（以下、「ALM目的」）や、金利・通貨等の相場の短期的な変動を利用して利
益を得る目的（以下、「トレーディング目的」）で、デリバティブ取引を行っております。なお、当社の主要な連結
される子会社である株式会社三井住友銀行では、ALM目的の取引は市場資金部及び市場運用部、トレーディング
目的の取引は市場営業部が行っております。

	 ⑵金融商品の内容及びそのリスク
　①金融資産
　　�　当社グループが保有する主な金融資産は、国内外の法人向けや国内の個人向けの貸出金及び国債や社債等の債

券や国内外の株式等の有価証券であります。国債等の債券につきましては、ALM目的のほか、トレーディング目
的、満期保有目的等で保有しております。また、株式につきましては、政策投資を主な目的として保有しており
ます。これらは、それぞれ貸出先、発行体の財務状況の悪化等に起因して当該資産の価値が減少・滅失する信用
リスクや金利、為替、株価等の相場が変動することにより損失を被る市場リスク、市場の流動性の低下により適
正な価格で希望する量の取引が困難となる市場流動性リスクに晒されております。これらのリスクにつきまして
は、後記の「⑶金融商品に係るリスク管理体制」で記載のとおり、適切に管理、運営しております。

　②金融負債
　　�　当社グループが負う金融負債には、預金のほか、借用金、社債等が含まれます。預金は、主として国内外の法

人と国内の個人預金であり、借用金及び社債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付され
た劣後特約付借入金や劣後特約付社債が含まれております。金融負債についても、金融資産と同様に、市場リス
クのほか、市場の混乱や信用力の低下等により資金の調達が困難となる資金流動性リスクに晒されております。
これらのリスクにつきましては、後記の「⑶金融商品に係るリスク管理体制」で記載のとおり、適切に管理、運
営しております。
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　③デリバティブ取引
　　�　当社グループで取り扱っているデリバティブ取引には、先物外国為替取引、金利、通貨、株式、債券、商品に

係る先物取引、先渡取引、スワップ取引、オプション取引及びクレジットデリバティブ取引、天候デリバティブ
取引等があります。

　　�　デリバティブ取引に係る主要なリスクとしては、市場リスク、取引相手の財務状況の悪化等により契約が履行
されなくなり損失を被る信用リスク、市場流動性リスク等があります。これらのリスクにつきましては、後記の

「⑶金融商品に係るリスク管理体制」で記載のとおり、適切に管理、運営しております。
　　�　なお、ALM目的で取り組むデリバティブ取引につきましては、必要に応じてヘッジ会計を適用しておりますが、

当該ヘッジ会計に関するヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方法等につきましては、
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　３．会計方針に関する事項　⒃重要なヘッジ
会計の方法」に記載しております。

	 ⑶金融商品に係るリスク管理体制
	 　�　当社は、グループ全体のリスク管理に関する基本的事項を「統合リスク管理規程」として制定しております。同

規程に基づき、グループ経営会議が「グループ全体のリスク管理の基本方針」を決定し、取締役会の承認を得る体
制としております。グループ各社は、当社の定めた基本方針に基づいてリスク管理態勢を整備しており、企画部と
ともにグループ全体のリスク管理を統括するリスク統括部が、グループ各社のリスク管理態勢の整備状況やリスク
管理の実施状況をモニタリングし、必要に応じて適切な指導を行うことで、グループ各社で発生する様々なリスク
について網羅的、体系的な管理を行う体制となっております。

　①信用リスクの管理
　　�　当社においては、グループ各社がその業務特性に応じた信用リスクを統合的に管理すること、個別与信や与信

ポートフォリオ全体の信用リスクを定量的かつ経常的に管理することなどに関する基本原則を定め、グループ全
体の信用リスク管理の徹底を図っております。

	 　イ信用リスクの管理体制
	 　　�　当社の主要な連結される子会社である株式会社三井住友銀行では、信用リスク管理の基本方針等の重要な事項

につきましては、経営会議で決定のうえ、取締役会の承認を得る体制としております。
	 　　�　リスク管理部門においては、投融資企画部が、クレジットポリシー、行内格付制度、与信権限規程、稟議規程

の制定及び改廃、不良債権管理を含めた与信ポートフォリオの管理等、信用リスクの管理・運営を統括するとと
もに、リスク統括部と協働して、信用リスクの計量化（リスク資本、リスクアセットの算定）を行い、銀行全体
の信用リスク量の管理を行っております。また同部は、リスクの状況をモニタリングするとともに、定期的に経
営会議や取締役会等に報告を行っております。

	 　　�　また、投融資企画部の部内室のCPM室では、クレジットデリバティブや貸出債権の売却等を通じて与信ポー
トフォリオの安定化に努めております。
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	 　　�　ホールセール部門・リテール部門等の業務部門においては、各部門内の所管審査部が中心となって、与信案件
の審査、与信ポートフォリオの管理等を行っております。また、ホールセール部門では、融資管理部が、主に破
綻懸念先以下に区分された与信先に対する債権の圧縮のための方策の立案、実施に努めております。各部門にお
いては、与信先の格付別に金額基準等を設けて与信の実行権限が定められており、信用リスクの程度が大きい与
信先や与信案件につきましては、所管審査部が重点的に審査・管理を行っております。加えて、企業調査部が、
産業・業界に関する調査や個別企業の調査等を通じて主要与信先の実態把握や信用悪化懸念先の早期発見に努め
ております。

	 　　�　更に、機動的かつ適切なリスクコントロール並びに与信運営上の健全なガバナンス体制確保を目的とする協議
機関として、各部門を横断する「信用リスク委員会」を設置しております。

	 　　�　なお、各部門から独立した監査部門が、定期的に、資産内容の健全性、格付・自己査定の正確性、信用リスク
管理態勢の適切性についての内部監査を行い、経営会議や取締役会等に監査結果の報告を行っております。

	 　ロ信用リスクの管理方法
	 　　�　株式会社三井住友銀行では、個別与信あるいは与信ポートフォリオ全体のリスクを適切に管理するため、行内

格付制度により、与信先あるいは与信案件ごとの信用リスクを適切に評価するとともに、信用リスクの計量化を
行うことで、信用リスクを定量的に把握、管理しております。また、融資審査や債務者モニタリングによる個別
与信の管理に加え、与信ポートフォリオの健全性と収益性の中期的な維持・改善を図るため、次のとおり適切な
信用リスクの管理を行っております。

　　・自己資本の範囲内での適切なリスクコントロール
　　　�　信用リスクを自己資本対比許容可能な範囲内に収めるため、内部管理上の信用リスク資本の限度枠として「信

用リスク資本極度」を設定しております。その極度に基づき、業務部門別にガイドラインを設定し、定期的に
その遵守状況をモニタリングしております。

　　・集中リスクの抑制
　　　�　与信集中リスクは、顕在化した場合に銀行の自己資本を大きく毀損させる可能性があることから、特定の業

種に過度の信用リスクが集中しないように管理を行うとともに、大口与信先に対する上限基準値の設定や重点
的なローンレビューの実施等を行っております。また、各国の信用力の評価に基づき、国別の与信枠を設定し、
カントリーリスクの管理を実施しております。

　　・企業実態把握の強化とリスクに見合った収益の確保
　　　�　企業実態をきめ細かく把握し、信用リスクに見合った適正な収益を確保することを与信業務の大原則とし、

信用コスト、資本コスト及び経費控除後収益の改善に取り組んでおります。
　　・問題債権の発生の抑制・圧縮
　　　�　問題債権や今後問題が顕在化する懸念のある債権につきましては、ローンレビュー等により対応方針やアク

ションプランを明確化したうえで、劣化防止・正常化の支援、回収・保全強化策の実施等、早期の対応に努め
ております。
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	 　　�　なお、一部のファンドに対する出資や証券化商品、クレジットデリバティブ等、間接的に社債や貸付債権等の
資産（裏付資産）のリスクを保有する商品は、市場で売買されることから、裏付資産の信用リスクとともに市場
リスク・市場流動性リスクを併せ持つ商品であると認識しております。こうした商品に関しては、裏付資産の特
性を詳細に分析・評価して信用リスクの管理を行う一方、当該商品の市場リスク等につきましては、市場リス
ク・流動性リスク管理の体制の中で、網羅的に管理しております。また、それぞれのリスク特性に応じ各種ガイ
ドラインを設定し、損失を被るリスクを適切に管理しております。

	 　　�　デリバティブ取引の信用リスクにつきましては、時価ベースでの信用リスク額を定期的に算出し、適切に管理
しております。取引の相手方が取引を頻繁に行う金融機関である場合には、倒産等により取引相手が決済不能と
なった場合に各種の債権債務を一括清算することが可能となる一括清算ネッティング契約を締結するなど、信用
リスクを抑制する運営を行っております。

　②市場リスク・流動性リスクの管理
　　�　当社においては、リスク許容量の上限を設定し定量的な管理をすること、リスク管理プロセスに透明性を確保

すること、フロント、ミドル、バックの組織的な分離を行い、実効性の高い相互牽制機能を確保することなどを
基本原則として、グループ全体の市場リスク・流動性リスク管理を行っております。

	 　イ市場リスク・流動性リスクの管理体制
	 　　�　当社の主要な連結される子会社である株式会社三井住友銀行では、市場リスク・流動性リスク管理の基本方

針、リスク管理枠等の重要な事項につきましては、経営会議で決定のうえ、取締役会の承認を得る体制としてお
ります。

	 　　�　また、市場取引を行う業務部門から独立した前記のリスク統括部が市場リスク・流動性リスクを一元管理する
体制を構築しております。同部は、市場リスク・流動性リスクの状況をモニタリングするとともに、定期的に経
営会議や取締役会等に報告を行っております。

	 　　�　更に、各部門を横断する「ALM委員会」を設置し、市場リスク・流動性リスク枠の遵守状況の報告及びALM
の運営方針の審議等を行っております。また、事務ミスや不正取引等を防止するため、業務部門（フロントオフ
ィス）、管理部門（ミドルオフィス）及び事務部門（バックオフィス）それぞれの部門間での相互牽制体制を構
築しております。

	 　　�　なお、各部門から独立した監査部門が、定期的に、これらのリスク管理態勢の適切性についての内部監査を行
い、経営会議や取締役会等に監査結果の報告を行っております。

	 　ロ市場リスク・流動性リスクの管理方法
　　・市場リスクの管理
　　　�　株式会社三井住友銀行では、市場取引に関する業務運営方針等に基づき、自己資本等を勘案して定める「リ

スク資本極度」の範囲内で、「VaR（バリュー・アット・リスク：対象金融商品が、ある一定の確率の下で被る
可能性がある予想最大損失額）」や損失額の上限値を設定し、市場リスクを管理しております。

　　　�　なお、株式会社三井住友銀行では、VaRの計測にヒストリカル・シミュレーション法（過去のデータに基づ
いた市場変動のシナリオを作成して損益変動シミュレーションを行うことにより最大損失額を推定する手法）
を採用しております。バンキング業務（貸出金・債券等の資産、預金等の負債に係る金利・期間等のコントロー
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ルを通じて利益を得る市場業務）及びトレーディング業務（市場価格の短期的な変動や市場間の格差等を利用
して利益を得る市場業務）につきましては、４年間のデータに基づき、１日の相場変動によって１％の確率で
起こり得る最大損失額を算出しております。政策投資株式（上場銘柄等）の保有につきましては、10年間のデー
タに基づき、１年の相場変動によって１％の確率で起こり得る最大損失額を算出しております。

　　　�　また、為替変動リスク、金利変動リスク、株価変動リスク、オプションリスクなど市場リスクの各要素につ
きましては、「BPV（ベーシス・ポイント・バリュー：金利が0.01%変化したときの時価評価変化額）」など、
各要素のリスク管理に適した指標に対して上限値を設定し、管理しております。

　　・市場リスクに係る定量的情報
　　　�　当連結会計年度末日における株式会社三井住友銀行及びその他の主要な連結される子会社及び子法人等の

VaRの合計値は、バンキング業務で390億円、トレーディング業務で145億円、政策投資株式（上場銘柄等）
の保有で１兆4,477億円であります。

　　　�　なお、これらの値は前提条件や算定方法等の変更によって異なる値となる統計的な値であり、将来の市場環
境が過去の相場変動に比して激変するリスクを捕捉していない場合があります。

　　・流動性リスクの管理
　　　�　株式会社三井住友銀行では、「資金ギャップの上限値の設定」、「コンティンジェンシープランの策定」

及び「流動性補完の確保」の枠組みで資金流動性リスクを管理しております。資金ギャップとは、運用期間と
調達期間のミスマッチから発生する、今後必要となる資金調達額であり、上限値の管理を行うことで、短期の
資金調達に過度に依存することを回避しているほか、緊急時に備えて資金ギャップの上限値の引下げなどのア
クションプランを取りまとめたコンティンジェンシープランを策定しております。また、万一の市場混乱時に
も資金調達に支障をきたさないよう、流動性補完として、米国債などの即時売却可能な資産の保有や緊急時借
入れ枠の設定等により調達手段を確保しております。

　　　�　また、市場性商品やデリバティブ取引等に係る市場流動性リスクにつきましては、通貨・商品、取引期間等
を特定した拠点別の取引限度額を設定するとともに、金融先物取引等につきましては、保有建玉を市場全体の
未決済建玉残高の一定割合以内に限定するなどの管理を行っております。

	 ⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	 　�　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件によった場合、
当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
	 ⑴平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
	 　�　なお、その他有価証券中の非上場株式等時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品（⑶参照）や子

会社・子法人等株式及び関連法人等株式は含めておりません。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
①現金預け金 （注）1 39,739,777 39,746,763 6,986
②コールローン及び買入手形 （注）1 1,326,280 1,327,080 800
③買現先勘定 746,431 747,509 1,077
④債券貸借取引支払保証金 6,477,063 6,477,657 593
⑤買入金銭債権 （注）1 4,282,392 4,293,764 11,371
⑥特定取引資産
　売買目的有価証券 3,235,701 3,235,701 ―
⑦金銭の信託 7,087 7,087 ―
⑧有価証券
　満期保有目的の債券 3,397,151 3,417,732 20,580
　その他有価証券 25,031,810 25,031,810 ―
⑨貸出金 73,068,240
　　貸倒引当金 （注）1 △461,747

72,606,492 74,598,557 1,992,064
⑩外国為替 （注）1 1,903,702 1,907,769 4,066
⑪リース債権及びリース投資資産 （注）1 1,899,760 1,974,558 74,798
資産計 160,653,651 162,765,990 2,112,338
①預金 101,047,918 101,053,137 5,219
②譲渡性預金 13,825,898 13,829,279 3,381
③コールマネー及び売渡手形 5,873,123 5,873,118 △5
④売現先勘定 991,860 991,860 ―
⑤債券貸借取引受入担保金 7,833,219 7,833,219 ―
⑥コマーシャル・ペーパー 3,351,459 3,351,431 △27
⑦特定取引負債
　売付商品債券 2,193,399 2,193,399 ―
⑧借用金 9,778,095 9,828,014 49,918
⑨外国為替 1,110,822 1,110,822 ―
⑩短期社債 1,370,800 1,370,799 △0
⑪社債 6,222,918 6,437,691 214,772
⑫信託勘定借 718,133 718,133 ―
負債計 154,317,650 154,590,909 273,259
デリバティブ取引 （注）2
　ヘッジ会計が適用されていないもの 593,008 593,008 ―
　ヘッジ会計が適用されているもの (861,906） (861,906） ―
デリバティブ取引計 (268,898） (268,898） ―
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（注）1�．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、現金預け金、コールローン及
び買入手形、買入金銭債権、外国為替並びにリース債権及びリース投資資産に対する貸倒引当金につきましては、
重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

	 2�．特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。
		�  　なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

につきましては、（　）で表示しております。

	 ⑵金融商品の時価の算定方法
	 　資産
	 　�①現金預け金、②コールローン及び買入手形、③買現先勘定、④債券貸借取引支払保証金、⑨貸出金、⑩外国為替

並びに⑪リース債権及びリース投資資産
	 　�　これらの取引のうち、満期のない預け金や返済期限の定めのない当座貸越等につきましては、当該取引の特性に

より、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をもって時価としております。
	 　�　また、残存期間が６カ月以内の短期の取引についても、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、

主として帳簿価額をもって時価としております。
	 　�　残存期間が６カ月を超える取引につきましては、原則として、与信先の内部格付や担保設定状況等を勘案した将

来キャッシュ・フローの見積額を、無リスク金利に一定の調整を加えたレートにて割り引いた現在価値をもって時
価としております。一部の連結される子会社及び子法人等においては、約定金利により算出した将来キャッシュ・
フローの見積額を、無リスク金利に信用リスク・プレミアム等を勘案したレートにて割り引いた現在価値をもって
時価としております。

	 　�　なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につきましては、貸倒見積高を担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額、又は将来キャッシュ・フローの見積額の現在価値等に基づいて算定していること
から、時価は連結貸借対照表計上額から貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価と
しております。

	 　⑤買入金銭債権
	 　�　買入金銭債権のうち、住宅ローン債権流動化に伴う劣後信託受益権につきましては、当該流動化に伴う信託にお

ける住宅ローン債権等の資産評価額から優先受益権等の評価額を差し引いた価額をもって時価としております。
その他の取引につきましては、原則として⑨貸出金と同様の方法等により算定した価額をもって時価としており
ます。

	 　⑥特定取引資産
	 　�　トレーディング目的で保有する債券等の有価証券につきましては、原則として当連結会計年度末日の市場価格を

もって時価としております。
	 　⑦金銭の信託
	 　�　金銭の信託につきましては、原則として、信託財産である有価証券を⑧有価証券と同様の方法により算定した価

額をもって時価としております。
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	 　⑧有価証券
	 　�　原則として、株式（外国株式を含む）につきましては当連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均をもって時価

としております。公募債等、株式以外の市場価格のある有価証券につきましては、当連結会計年度末日の市場価格
を基に算定した価額をもって時価としております。

	 　�　変動利付国債につきましては、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第25号）を踏
まえ、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くこと
により算定した価額をもって時価としており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数で
あります。市場価格のない私募債等につきましては、与信先の内部格付や担保設定状況等を勘案した将来キャッシ
ュ・フローの見積額を、無リスク金利に一定の調整を加えたレートにて割り引いた現在価値をもって時価としてお
ります。ただし、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先の私募債等につきましては、貸出金と同様に、当該債券の帳
簿価額から貸倒見積高を控除した金額をもって時価としております。また、公募投資信託につきましては公表され
ている基準価格、私募投資信託等につきましては証券会社等より入手する基準価格又は純資産価格より算定した価
額をもって時価としております。

	 　負債
	 　①預金、②譲渡性預金及び⑫信託勘定借
	 　�　要求払預金、満期のない預り金等につきましては、帳簿価額を時価とみなしております。また、残存期間が６カ

月以内の短期の取引につきましては、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をもって時
価としております。残存期間が６カ月を超える取引につきましては、原則として、将来キャッシュ・フローの見積
額を、新規に当該同種預金を残存期間まで受け入れる際に用いるレートで割り引いた現在価値をもって時価として
おります。

	 　�③コールマネー及び売渡手形、④売現先勘定、⑤債券貸借取引受入担保金、⑥コマーシャル・ペーパー、⑧借用
金、⑩短期社債並びに⑪社債

	 　�　残存期間が６カ月以内の短期の取引につきましては、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳
簿価額をもって時価としております。残存期間が６カ月を超える取引につきましては、原則として、将来キャッ
シュ・フローの見積額を、市場における同種商品による残存期間までの再調達レートで割り引いた現在価値をもっ
て時価としております。なお、社債につきましては、証券会社の提示するベンチマーク債や公募劣後債の利回り情
報等から算出した割引レートによって割り引いた現在価値をもって時価としております。

	 　⑦特定取引負債
	 　�　トレーディング目的で行う売付債券等につきましては、原則として、当該債券等の当連結会計年度末日の市場価

格をもって時価としております。
	 　⑨外国為替
	 　�　他の銀行から受入れた外貨預り金等満期のない預り金につきましては、帳簿価額を時価とみなしております。
	 　�　また、外国為替関連の短期借入金等の時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をもって

時価としております。
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	 　デリバティブ取引
	 　�　取引所取引につきましては、取引所等における最終の価格をもって時価としております。店頭取引のうち、金

利・通貨・株式・債券及びクレジットデリバティブにつきましては、将来キャッシュ・フローの割引現在価値やオ
プション価格計算モデル等により算定した価額をもって時価としております。また、商品関連デリバティブ取引に
つきましては、取引対象物の価格、契約期間等の構成要素に基づき算定した価額をもって時価としております。

	 ⑶時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

区　分 当連結会計年度
（平成27年３月31日現在）

買入金銭債権
市場価格のない買入金銭債権 （注）1 2,537

有価証券
非上場株式等 （注）2 361,541
組合出資金等 （注）3 259,445

合計 623,523
（注） 1．市場価格がなく、合理的な価額の見積もりが困難である、エクイティ性の強い貸付債権信託受益権であります。
　　 2�．非上場株式等につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象とはしておりません。
　　 3�．市場価格のない出資金等であります。組合等への出資のうち、組合の貸借対照表及び損益計算書を純額で取り

込む方法により経理しているものについての出資簿価部分を含んでおります。

＜１株当たり情報に関する注記＞
　１株当たりの純資産額 6,598円87銭
　１株当たりの当期純利益金額 551円18銭
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計算書類の注記
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞
１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法により行っております。
２．固定資産の減価償却の方法
	 ⑴有形固定資産
	 　　定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。
	 ⑵無形固定資産
	 　�　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しておりま

す。
３．繰延資産の処理方法
　�　社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　�　外貨建資産及び負債については、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式及び関連会社株式を除き、

主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
５．引当金の計上基準
	 ⑴賞与引当金
	 　�　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。
	 ⑵役員賞与引当金
	 　�　役員賞与引当金は、役員（執行役員を含む、以下同じ）に対する賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与

の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
６．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

＜表示方法の変更＞
損益計算書関係
　前事業年度において、「営業外費用」の「支払利息」として表示しておりました短期借入金利息は、当事業年度よ
り、「短期借入金利息」として表示しております。

＜貸借対照表に関する注記＞
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有形固定資産の減価償却累計額	 16百万円
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３．劣後特約付貸付金
　関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸付金であり
ます。

４．劣後特約付社債
　社債は、劣後特約付社債であります。

５．劣後特約付借入金
　長期借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であります。

６．保証債務
　株式会社三井住友銀行デュッセルドルフ支店の対顧預金払い戻しに関し、ドイツ銀行協会預金保険基金に対して
258,616百万円の保証を行っております。

７．関係会社に対する短期金銭債権	 208,564百万円
　　関係会社に対する長期金銭債権	 376,262百万円
　　関係会社に対する短期金銭債務	 1,230,145百万円
　　関係会社に対する長期金銭債務	 266,700百万円

＜損益計算書に関する注記＞
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．関係会社との取引高
　　営業収益	 527,391百万円
　　営業費用	 16,284百万円
　　営業取引以外の取引高	 6,674百万円

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当社の自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
当事業年度�
期首株式数

当事業年度�
増加株式数

当事業年度�
減少株式数

当事業年度末�
株式数 摘要

自己株式
　普通株式 3,960,805 37,310 4,778 3,993,337 （注）１，２

合　　計 3,960,805 37,310 4,778 3,993,337
（注） 1．普通株式の自己株式の増加37,310株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

2．普通株式の自己株式の減少4,778株は、単元未満株式の売渡し及びストック・オプションの権利行使によるもの
であります。
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＜税効果会計に関する注記＞
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　　繰延税金資産
　　　　子会社株式 991,249百万円
　　　　その他 39,454百万円
　　　繰延税金資産小計 1,030,704百万円
　　　評価性引当額 △1,030,704百万円
　　　繰延税金資産合計 －百万円
　　　繰延税金資産の純額 －百万円

＜１株当たり情報に関する注記＞
　１株当たりの純資産額 3,518円78銭
　１株当たりの当期純利益金額 344円64銭
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